
市町村財政比較分析表(平成17年度普通会計決算)
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人口1人当たり人件費・物件費等決算額 [211,990円]

類似団体内順位

[ 68/77 ]

全国市町村平均

121,478
兵庫県市町村平均

122,612

(円)

350,000

300,000

250,000

200,000

150,000

100,000

50,000

293,816

98,871

144,026

211,990

給与水準の適正度   （国との比較）

ラスパイレス指数 [97.9]
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定員管理の適正度
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
適正度

給与水準の適正度
   （国との比較）
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類似団体平均

神河町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
財政力指数：水力発電所施設の固定資産税（償却資産）の税収により、類似団体平均値並であるが、その税も年々減少しており、さらに
は人口減少と企業等の立地が進まないこと等により財政基盤が弱体化傾向にある。今後は行財政の集中改革プランに沿った施策の見直
し等徹底した歳出の削減及び、税収の徴収強化など歳入の確保を図り財政基盤の強化に努める。

経常収支比率： 水力発電所施設の固定資産税（償却資産）の減少による地方税などの減が大きいため、歳入の経常一般財源が年々減
少している。一方公債費、繰出金が増加傾向にあるため類似団体平均より８．６ポイント上回り悪化している。行財政の集中改革プランに
掲げたとおり新規採用の抑制による職員の減、手当の見直し(税務手当)等給与の適正化による人件費の削減、繰上償還による公債費の
削減、施設の維持管理等の見直しなど徹底した取り組みを通じて比率の改善を図る。

人口１人当たり人件費・物件費等決算額： 類似団体と比較して大幅に多額になっているのは、主に人件費と物件費が要因である。特に
人件費では職員の構成が高齢化しており、近年多額になっている。また物件費は施設の維持管理経費、各事業における業務の委託など
の経費が多いためと考えられる。今後は、行財政の集中改革プランに沿い、徹底した定員管理、事務事業の見直しの取り組みを通じて削
減していく方針である。

ラスパイレス指数： 現在の一般行政職員の構成は近年新規採用を見合わせているため高齢化の傾向にあり、管理職の多くが中卒及

び高卒者であることから、類似団体平均より５．１ポイント上回り高い数値となっている。今後においては、団塊世代の職員が多く退職するな
かで定員適正化計画に沿った職員の削減と給与の適正化に努める。

人口１人当たりの地方債現在高： 平成５年以降の庁舎、ホール、広場の建設事業を始めとして、町営住宅、農村公園、ＣＡＴＶの整備などの
大規模な建設事業が続いたため、地方債残高が増加し、類似団体平均より多額になっている。今後は行財政の集中改革プラン及び公債費
適正化計画に沿い、起債発行の抑制、縮小に努める。

実質公債費比率： 平成１７年以前の発行債が償還のピークを向かえていることから、類似団体平均より７．４ポイント上回り悪化している。今
後は公債費適正化計画及び行財政の集中改革プランに沿い、投資的事業の計画的実施による起債発行の抑制と繰上償還などにより、今
後１０年間で１８％まで改善させる。

人口１，０００人当たり職員数： 現在、定年等退職者が発生してもその補充は行っていない。類似団体平均値は１０．２２人で、当町は１２．１
５人であることから、行財政の集中改革プランに沿い適切な定員管理に努め、「今後５年間で１５人（９％）」の削減を図る。


